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平成18年12月期  個別中間財務諸表の概要 
   

上 場 会 社 名  六甲バター株式会社 平成18年8月18日
コ ー ド 番 号  2 2 6 6   
（ＵＲＬ http://www.qbb.co.jp） 上場取引所 大 
代 表 者  役職名  代表取締役社長  本社所在都道府県 兵庫県 

  氏 名  塚  本  哲  夫    
問 合 せ 先責 任者  役職名  経理グループ長   

  氏 名  大 川 良  ＴＥＬ (078)231-4681 
決算取締役会開催日  平成 18 年  8 月 18 日   
配 当 支 払 開 始 日  平成 － 年 － 月 － 日 単元株制度採用の有無 有(1単元1,000株）

 
１. 18年６月中間期の業績（平成18年1月1日～平成18年6月30日） 
（1）経営成績  （百万円未満切捨て）

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

18年6月中間期 17,339 13.5 366 12.6 374 △6.3
17年6月中間期 15,283 0.5 325 △13.7 399 △0.5
17年12月期 32,132 4.9 438 13.3 602 57.3

   
 

中間(当期)純利益 
1 株当たり中間 
（当期 ) 純利益 

  百万円 ％  円 銭 

18年6月中間期 228 33.8 11 21

17年6月中間期 170 △19.0 8 25

17年12月期 309 169.8 15 06

 

   
（注） ① 期中平均株式数 18年 6月中間期 20,343,585株 17年6月中間期 20,668,176株 

        17年 12月期      20,574,081株 
 ② 会計処理の方法の変更  無 
 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

 
（2）財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 1株当たり純資産 

  百万円  百万円  ％  円 銭 
18年6月中間期 20,038 8,812 44.0  434 60
17年6月中間期 19,531 8,251 42.2  400 96
17年12月期 21,130 8,587 40.6  421 71

（注） ① 期末発行済株式数 18年6月中間期 20,278,169株 17年6月中間期 20,579,428株 17年12月期 20,362,585株 
 ② 期末自己株式数 18年6月中間期 1,173,956株 17年6月中間期    872,697株 17年12月期  1,089,540株 
         
２. 18年12月期の業績予想（平成18年1月1日～平成18年12月31日） 

 
売 上 高 経常利益 当期純利益 

  
百万円 百万円 百万円      

通   期 34,740  660 360        

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 17円75銭 
 
３．配当状況 

 ・現金配当 1株当たり配当金（円）  
 中間期末 期 末 年 間  
17年12月期 － 5.00 5.00  
18年12月期（実績） － －  
18年12月期（予想） － 7.50 

7.50  
 
※ 業績予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報あるいは想定できる市場動向などを前提としており、不確
実性が含まれています。実際の業績は、今後の様々な要因により、予想と異なる結果となる可能性があります。 

  なお、上記業績予想に関する事項は4ページをご参照ください。  
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中 間 貸 借 対 照 表 
 前中間会計期間末 

(17.6.30 現在） 

当中間会計期間末 

（18.6.30 現在） 

前 事 業 年 度 末 

（17.12.31 現在） 

区   分 金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 
（資産の部）       

流 動 資 産 13,419,639 68.7 13,678,958 68.3 14,272,972 67.5 

現 金 及 び 預 金 2,571,917  1,197,656  2,404,849  

受 取 手 形 115,041  168,112  248,880  

売 掛 金 6,476,385  7,396,702  8,077,633  

有 価 証 券 1,029,324  1,510,430  －  

た な 卸 資 産 2,277,348  2,346,835  2,207,564  

そ の 他 949,821  1,059,421  1,334,243  

貸 倒 引 当 金 △   200  △   200  △   200  

固 定 資 産 6,111,699 31.3 6,359,097 31.7 6,857,862 32.5 

有 形 固 定 資 産 （3,223,579）  （3,156,098）  （3,224,559）  

建 物 865,867  833,185  849,405  

機 械 装 置 1,237,988  1,182,915  1,269,502  

そ の 他 1,119,724  1,139,997  1,105,651  

無 形 固 定 資 産 （   12,105）  （   11,858）  （   11,980）  

投資その他の資産 （2,876,014）  （3,191,140）  （3,621,322）  

投 資 有 価 証 券 1,118,158  1,219,266  1,518,187  

そ の 他 1,938,705  2,031,923  2,228,775  

貸 倒 引 当 金 △ 180,850  △  60,050  △ 125,640  

資 産 合 計 19,531,339 100.0 20,038,055 100.0 21,130,834 100.0 

（負債の部）       

流 動 負 債 8,006,179 41.0 8,087,510 40.4 9,271,155 43.9 

支 払 手 形 247,809  323,692  417,569  

買 掛 金 2,909,951  3,166,275  3,342,797  

短 期 借 入 金 1,976,000  1,780,000  1,780,000  

未 払 費 用 1,946,081  2,304,444  2,425,277  

未 払 法 人 税 等 127,614  85,914  191,538  

そ の 他 798,722  427,184  1,113,973  

固 定 負 債 3,273,566 16.8 3,137,647 15.6 3,272,474 15.5 

退職給付引当金 2,814,586  2,656,521  2,797,874  

役員退職慰労引当金 457,780  －  473,399  

長 期 未 払 金 －  480,925  －  

そ の 他 1,200  200  1,200  

負 債 合 計 11,279,746 57.8 11,225,157 56.0 12,543,630 59.4 
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 前中間会計期間末 

(17.6.30 現在） 

当中間会計期間末 

（18.6.30 現在） 

前 事 業 年 度 末 

（17.12.31 現在） 

区   分 金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 

（資本の部）       

資 本 金 2,843,203 14.6 － － 2,843,203 13.5 

資 本 剰 余 金 2,407,959 12.3 － － 2,407,959 11.4 

資 本 準 備 金 800,000  －  800,000  

その他資本剰余金 1,607,959  －  1,607,959  

利 益 剰 余 金 2,996,953 15.3 － － 3,136,373 14.8 

任 意 積 立 金 2,474,371  －  2,474,371  

中間(当期)未処分利益 522,582  －  662,001  

その他有価証券評価差額金 251,800 1.3 － － 531,968 2.5 

自 己 株 式 △  248,323 △1.3 － － △  332,299 △1.6 

資 本 合 計 8,251,593 42.2 － － 8,587,204 40.6 

負債資本合計 19,531,339 100.0 － － 21,130,834 100.0 

（純資産の部）       

株 主 資 本       

資 本 金 － － 2,843,203 14.2 － － 

 資本剰余金 － － 2,408,413 12.0 － － 

資 本 準 備 金 －  800,000  －  

その他資本剰余金 －  1,608,413  －  

 利益剰余金 － － 3,262,696 16.3 － － 

 その他利益剰余金 － － 3,262,696 16.3 － － 

固定資産圧縮積立金 －  74,371  －  

別 途 積 立 金 －  2,400,000  －  

繰 越利益剰余金 －  788,324  －  

 自己株式 － － △  367,832 △1.8 － － 

株 主 資 本 合 計 － － 8,146,480 40.7 － － 

評価・換算差額等       

その他有価証券評価差額金 － － 395,355 2.0 － － 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 － － 271,061 1.3 － － 

評価・換算差額等合計 － － 666,417 3.3 － － 

純 資 産 合 計 － － 8,812,897 44.0 － － 

負 債 純 資 産 合 計 － － 20,038,055 100.0 － － 
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中 間 損 益 計 算 書 
 前 中 間 会 計 期 間 

(17.1.1～17.6.30） 

当 中 間 会 計 期 間 

（18.1.1～18.6.30） 

前 事 業 年 度 

（17.1.1～17.12.31） 

区   分 金額（千円） 百分比（％） 金額（千円） 百分比（％） 金額（千円） 百分比（％） 

売 上 高 15,283,041 100.0 17,339,959 100.0 32,132,318 100.0

売 上 原 価 9,277,679 60.7 10,643,299 61.4 19,903,541 61.9

売 上 総 利 益 6,005,362 39.3 6,696,660 38.6 12,228,777 38.1

販売費及び一般管理費 5,679,447 37.2 6,329,783 36.5 11,789,981 36.7

営 業 利 益 325,914 2.1 366,876 2.1 438,795 1.4

営 業 外 収 益 128,901 0.8 68,182 0.4 260,676 0.8

受 取 利 息 10,866 14,514 23,107 

有 価 証 券 利 息 638 592 1,666 

受 取 配 当 金 5,631 10,104 9,859 

収 入 賃 貸 料 27,716 27,506 55,223 

為 替 差 益 66,015 － 124,202 

そ の 他 18,032 15,464 46,617 

営 業 外 費 用 55,566 0.3 60,790 0.3 97,347 0.3

支 払 利 息 10,078 9,920 20,079 

賃 貸 資 産 費 用 11,971 12,929 23,930 

為 替 差 損 － 10,324 － 

そ の 他 33,516 27,615 53,337 

経 常 利 益 399,249 2.6 374,268 2.2 602,124 1.9

特 別 利 益   61,757 0.4 49,524 0.3 61,757 0.2

特 別 損 失   104,874 0.7 15,769 0.1 108,000 0.4

税引前中間(当期)純利益 356,133 2.3 408,023 2.4 555,881 1.7

法人税、住民税及び事業税 115,000 0.8 65,000 0.4 320,000 1.0

法人税等調整額 70,675 0.4 114,887 0.7 △ 73,996 △0.3

中間(当期)純利益 170,458 1.1 228,136 1.3 309,877 1.0

前 期 繰 越 利 益 352,124 － 352,124 

中間(当期)未処分利益 522,582 － 662,001 
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中間株主資本等変動計算書 
当中間会計期間（18.1.1～18.6.30）                               （単位：千円） 

株  主  資  本 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金 

 

資本金 資 本 

準備金 

その他

資 本

剰余金

資 本

剰余金

合 計

固定資産

圧 縮

積立金

別 途

積立金

繰越利益

剰 余 金

利 益 

剰余金 

合 計 

自 己

株 式

株 主

資 本

合 計

平成17年12月31日残高 2，843，203 800,000 1,607,959 2,407,959 74,371 2,400,000 662,001 3,136,373 △332,299 8,055,236

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当 － － － － － － △101,812 △101,812 － △101,812

中間純利益 － － － － － － 228,136 228,136 － 228,136

自己株式の取得 － － － － － － － － △36,238 △36,238

自己株式の処分 － － 453 453 － － － － 705 1,159

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額) － － － － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計 － － 453 453 － － 126,363 126,323 △35,532 91,244

平成18年6月30日 残高 2,843,203 800,000 1,608,413 2,408,413 74,371 2,400,000 788,324 3,262,696 △367,832 8,146,480

（単位：千円） 

評価・換算差額等 

 
その他有価証券 

評 価 差 額 金 

繰 延 ヘ ッ ジ 

損 益 

評価・換算差額 

等 合 計 

純資産合計 

平成17年12月31日残高 531,968 － 531,968 8,587,204 

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当 － － － △101,812 

中間純利益 － － － 228,136 

自己株式の取得 － － － △36,238 

自己株式の処分 － － － 1,159 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額) 

△136,613 271,061 134,448 134,448 

中間会計期間中の変動額合計 △136,613 271,061 134,448 225,693 

平成18年6月30日 残高 395,355 271,061 666,417 8,812,897 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度 

(17.1.1～17.6.30） （18.1.1～18.6.30） （17.1.1～17.12.31） 
   
1. 資産の評価基準及び評価方法 

（1） 有価証券 

   満期保有目的債券 

    償却原価法（定額法） 

   子会社及び関連会社株式 

    移動平均法に基づく原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

    時価のないもの 

    移動平均法に基づく原価法 

（2） デリバティブ 

    時価法 

（3） たな卸資産 

   商品、製品 

    先入先出法に基づく原価法 

   原材料 

    総平均法に基づく原価法 

   仕掛品 

    先入先出法に基づく原価法 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

（1） 有価証券 

   満期保有目的債券 

同左 

   子会社及び関連会社株式 

同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

    時価のないもの 

同左 

（2） デリバティブ 

同左 

（3） たな卸資産 

   商品、製品 

同左 

   原材料 

同左 

   仕掛品 

同左 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

（1） 有価証券 

   満期保有目的債券 

同左 

   子会社及び関連会社株式 

同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法に

より算定） 

    時価のないもの 

同左 

（2） デリバティブ 

同左 

（3） たな卸資産 

   商品、製品 

同左 

   原材料 

同左 

   仕掛品 

同左 

2. 固定資産の減価償却の方法 

   有形固定資産は定率法によっ

ております。 

   ただし、平成１0年4月 1日

以降取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

によっております。 

   なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

   無形固定資産は定額法によっ

ております。 

2. 固定資産の減価償却の方法 

同左 

2. 固定資産の減価償却の方法 

同左 

3． 引当金の計上基準 

（1） 貸倒引当金 

    債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

3． 引当金の計上基準 

（1） 貸倒引当金 

同左 

3． 引当金の計上基準 

（1） 貸倒引当金 

同左 
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前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度 

(17.1.1～17.6.30） （18.1.1～18.6.30） （17.1.1～17.12.31） 
    

（2） 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

   なお、会計基準変更時差異

(1,112,835 千円)については、

15 年による按分額を費用処理

しております。 

   数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

（2） 退職給付引当金 

同左 

（2） 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。 

   なお、会計基準変更時差異

(1,112,835 千円)については、

15 年による按分額を費用処理

しております。 

   数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

（3） 役員退職慰労引当金 
      役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。  

     ――――― 
   当社は当中間会計期間に役員

退職慰労金制度を廃止いたしま

した。これにより、当中間会計

期間において「役員退職慰労引

当金」を全額取崩し、打ち切り

支給額の未払い分については固

定負債の「長期未払金」として

表示しております。 

（3） 役員退職慰労引当金 
      役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

4. 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

4. 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

4. 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

5． リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

5． リース取引の処理方法 

同左 

5． リース取引の処理方法 

同左 
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前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度 

(17.1.1～17.6.30） （18.1.1～18.6.30） （17.1.1～17.12.31） 
    

6． ヘッジ会計の方法 

 (ｲ）ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用して

おります。また、為替変動リス

クのヘッジについて振当処理

の要件を充たしている場合に

は振当処理を採用しておりま

す。 

6． ヘッジ会計の方法 

 (ｲ）ヘッジ会計の方法 

同左 

6． ヘッジ会計の方法 

 (ｲ) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (ﾛ）ヘッジ方針とヘッジ手段、 

ヘッジ対象 

   当社の内規に基づき為替変

動リスクを回避するためにデ

リバティブ取引を利用しており

ます。当中間会計期間にヘッジ

会計を適用したヘッジ手段と

ヘッジ対象は以下のとおりで

あります。 

 (ﾛ）ヘッジ方針とヘッジ手段、 

ヘッジ対象 

同左 

 (ﾛ）ヘッジ方針とヘッジ手段、 

ヘッジ対象 

      当社の内規に基づき為替変

動リスクを回避するためにデ

リバティブ取引を利用しており

ます。当事業年度にヘッジ会計

を適用したヘッジ手段とヘッ

ジ対象は以下のとおりであり

ます。 

    （1) ヘッジ手段 

       為替予約 

     (2) ヘッジ対象 

       外貨建金銭債権債務 

   （1) ヘッジ手段 

       同左 

   (2) ヘッジ対象 

       同左 

    （1) ヘッジ手段 

       同左 

   (2) ヘッジ対象 

       同左 

  (ﾊ) ヘッジ有効性評価の方法 

    実需への振当てを行って

いるため、その対応関係の判

定をもって有効性の判定に

代えております。 

  (ﾊ) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (ﾊ) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

7． その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  (ｲ) 消費税等に関する事項 

   （1） 税抜き処理を採用して

おります。 

      (2） 仮受消費税等は仮払消

費税等と相殺し、流動負

債「その他」に含めて表

示しております。 

7． その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  (ｲ) 消費税等に関する事項 

同左 

7． その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  (ｲ) 消費税等に関する事項 

      税抜き処理を採用して

おります。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度 

(17.1.1～17.6.30） （18.1.1～18.6.30） （17.1.1～17.12.31） 
   

――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間より、「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成 14 年 8 月 9 日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会  平成 15 年

10月31日 企業会計基準適用指針

第 6号）を適用しております。これ

により、税引前中間純利益が 5,695

千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき、当該各資産の金額から

直接控除しております。 

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準委員会

平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基

準第 5 号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（ 企業会計基準委

員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業

会計基準適用指針第 8 号）を適用

しております。従来の資本の部の

合計に相当する金額は 8,541,836

千円であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につ

いては改正後の中間財務諸表等規

則により作成しております。 

――――― 

 （株主資本等変動計算書に関する

会計基準） 

当中間会計期間より、「株主資本

等変動計算書に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年

12 月 27 日 企業会計基準第６号）

及び「株主資本等変動計算書に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成 17 年 12 月 27 日

企業会計基準適用指針第 9 号）を

適用しております。 

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間から「中間株

主資本等変動計算書」を作成して

おります。 
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（追加情報） 

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度 

(17.1.1～17.6.30） （18.1.1～18.6.30） （17.1.1～17.12.31） 

（法人事業税における外形標準課

税制度の導入） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成 15 年法律第 9号）が平成

15 年 3月 31 日に公布され、平成 16

年4月1日以後に開始する事業年度

より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当中間会計期間から

「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年2

月 13 日企業会計基準委員会 実務

対応報告第 12 号）に基づき、法人

事業税のうち付加価値割及び資本

割 16,326 千円につきましては、

「販売費及び一般管理費」に計上し

ております。 

――――― （法人事業税における外形標準課

税制度の導入） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成 15 年法律第 9号）が平成

15 年 3月 31 日に公布され、平成 16

年4月1日以後に開始する事業年度

より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当期から「法人事業

税における外形標準課税部分の損

益計算上の表示についての実務上

の取扱い」（平成 16 年 2 月 13 日企

業会計基準委員会 実務対応報告

第 12 号）に基づき、法人事業税の

うち付加価値割及び資本割につき

ましては、「販売費及び一般管理

費」に計上しております。その結果、

販売費及び一般管理費が 33,227 千

円増加し、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益が同額減少して

おります。 

 〔注 記 事 項〕 

   （中間貸借対照表関係） 

前 中 間 会 計 期 間 末 当 中 間 会 計 期 間 末 前 事 業 年 度 末 

（17.6.30 現在） （18.6.30 現在） （17.12.31 現在） 

1.有形固定資産の減価償却累計額 1.有形固定資産の減価償却累計額 1.有形固定資産の減価償却累計額 

9,033,616 千円 9,210,606 千円 9,145,201 千円

   

2.担保に供している資産 2.担保に供している資産 2.担保に供している資産 

    有形固定資産       有形固定資産      有形固定資産 

  1,576,250 千円  1,494,076 千円   1,544,811 千円
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（中間損益計算書関係） 

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度 

(17.1.1～17.6.30） （18.1.1～18.6.30） （17.1.1～17.12.31） 

１．減価償却実施額 １．減価償却実施額 １．減価償却実施額 

有形固定資産 186,762 千円   有形固定資産 185,533 千円 有形固定資産 402,475 千円

無形固定資産 125 千円   無形固定資産 122 千円 無形固定資産 250 千円
  

２．特別利益の主な内訳 ２．特別利益の主な内訳 ２．特別利益の主な内訳 

 投資有価証券売却益   投資有価証券売却益 投資有価証券売却益 

  61,757 千円    41,224 千円  61,757 千円
      
３．特別損失の主な内訳 ３．特別損失の主な内訳 ３．特別損失の主な内訳 

貸倒引当金繰入   固定資産廃棄損 貸倒引当金繰入  

千円    10,074 千円 41,090 千円

 減 損 損 失

 94,050

 

  5,695 千円

 

        

    当社は、以下の資産グループに

ついて、減損損失を計上しており

ます。 

  

   用途 種 類 場 所   

    
遊 休
資 産

 

機械装置

兵庫県 

加古郡 

 稲美町 

  

    当社は継続的に損益の把握を

おこなっている管理会計上の部

門を基礎として、遊休資産につい

ては、個々の資産を最小単位とし

てグルーピングしております。当

該遊休資産については、今後使用

見込がないため帳簿価額を回収

可能価額まで減額し当該減少額

を減損損失（5,695 千円）として

特別損失に計上しております。 

なお回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、固定資

産税評価額等に合理的な調整を

おこなうことにより算出してお

ります。 

  

      

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（18.1.1～18.6.30） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末 

株式数（株） 

当中間会計期間 

 増加株式数（株）

当中間会計期間 

 減少株式数（株） 

当中間会計期間 

末株式数（株） 

普通株式 1,089,540 87,114 2,698 1,173,956

合計 1,089,540 87,114 2,698 1,173,956

（注）１．自己株式の増加 87,114 株は、取締役会決議による買受 79,000 株、単元未満株式の買取 8,114 株で

あります。 

   ２．自己株式の減少 2,698 株は、すべて単元未満株主の売渡請求により、当該株主に売り渡したもので

あります。 
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（１株当たり情報） 

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度 

(17.1.1～17.6.30） （18.1.1～18.6.30） （17.1.1～17.12.31） 

１株当たり純資産額 400.96 円 １株当たり純資産額 434.60 円 １株当たり純資産額 421.71 円

１株当たり中間純利益 8.25 円 １株当たり中間純利益 11.21 円 １株当たり当期純利益 15.06 円

 潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、潜在株式がない

ため記載しておりません。 

同左  潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式がない

ため記載しておりません。 

 （追加情報） 

 当中間会計期間より「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成 14 年 9 月

25 日 企業会計基準第 2号）及び

「 1 株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成14年９月25日 企

業会計基準適用指針第４号）が平成

18年１月31日付けで改正されたこ

とに伴い、当中間会計期間から繰延

ヘッジ損益（税効果調整後）の金額

を普通株式に係る中間会計期間末の

純資産額に含めております。 

 なお、前中間会計期間末に係る中

間財務諸表において採用していた方

法により算定した当中間会計期間の

1株当たり純資産額は、421.23 円で

あります。 

   

 

（注） 1 株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度

 (17.1.1～17.6.30) (18.1.1～18.6.30) (17.1.1～17.12.31)

中間(当期)純利益(千円) 170,458 228,136 309,877 

普通株主に帰属しない金額(千円) － － － 

普通株式に係る中間(当期)純利益(千円) 170,458 228,136 309,877 

期中平均株式数（株） 20,668,176 20,343,585 20,574,081 
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部 門 別 売 上 高 
前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度 

(17.1.1～17.6.30) (18.1.1～18.6.30) (17.1.1～17.12.31) 部  門 

金 額（千円） 構成比(%) 金 額（千円） 構成比(%)

対前年 

中間期 

増減率 金 額（千円） 構成比(%)

  ％ ％ ％ ％

チ ー ズ 13,412,128 87.8 15,263,774 88.0 13.8 28,075,781 87.4

ナ ッ ツ 541,810 3.5 536,433 3.1 △1.0 1,115,394 3.5

デ ザ ー ト 705,841 4.6 653,166 3.8 △7.5 1,682,161 5.2

チ ョ コ レ ー ト 591,525 3.9 853,181 4.9 44.2 1,194,559 3.7

そ の 他 31,735 0.2 33,404 0.2 5.3 64,421 0.2

合   計 15,283,041 100.0 17,339,959 100.0 13.5 32,132,318 100.0

（注）受注生産は行っておりません。 

 
 


